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ボローニャ改革がドイツと欧州諸国の大学の学修プログラムに与えた影響
－ボローニャ・プロセス10年間の改革努力の総括

ウルリッヒ・タイヒラー＊，訳：｢川　裕美子＊＊

要　旨

　ヨーロッパ諸国の多くは，類似の学修プログラムと学位の構造を築くボローニャ宣言に同意した。この

構造上の改革は第一に，学生の移動を促進する目的で推奨されたものである。しかし実際には，より広い

スペクトラムが議論されている。その中には，すべての国々への単位制度の導入，学生，卒業生と雇用者

にとってより魅力的な短期の学修プログラムの形成，ヨーロッパ諸国を通じて標準化された質保証システ

ムが含まれる。ヨーロッパの個々の国々は，この改革に異なる形で応じた。ドイツの大学教員は学士・修

士の構造を，他の欧州諸国の同僚よりも消極的に評価し，学士のプログラムをまず第一に，学生から見る

と過度に調整され管理されていると捉えられる方法で履行した。ドイツの大学で学士プログラムを終えた

者の約３分の２は，修士の学位取得に向けて大学での学修を継続している。しかし，ボローニャ・プロセ

スはヨーロッパ域外からの学生にとって，特に修士プログラムの学生にとって，ヨーロッパでの学修をよ

り魅力的にすることに寄与した。とはいえ，欧州域内での学生の流動性に貢献したわけではない。

キーワード

　学修プログラム，学士－修士プログラム，高等教育改革，国際的な学生の流動性，単位制度

１．序論

　ヨーロッパの外から観察している者には，いわ

ゆる「ボローニャ・プロセス」（Bologna Process）

がヨーロッパでなぜこれほど重要なプロセスとみ

なされているのか，わかりにくい。また，高等教

育におけるこうした改革の取り組みが，ヨーロッ

パでなぜこれほど議論を引き起こしているのか，

その理由を理解することも困難である。

　一見したところ，比較的単純な改革が構想され

ているように見える。すなわち，学士・修士の構

造による学修プログラムと学位の導入である。結

局のところ，世界中で優勢なシステムへの適応に

すぎないのだろうか。しかし，仔細に見てみると，

「ボローニャ・プロセス」というラベルの下に，広

範なテーマが論じられていることがわかる。構造

上の変更にとどまらない，それ自体を超えた主な

目標は，カリキュラムに関するものと考えられる。

1999年のボローニャ宣言は，カリキュラム変更の

第一の目標として，学生の流動性の向上に貢献す

ることを挙げている。

　構造に関して「収斂」（convergence）を実現する

目的は，ヨーロッパ全体におけるカリキュラムの

収斂と結びつけられることだと思われたが，ボ

ローニャ・プロセスに着手したヨーロッパ各国の

大臣は，ヨーロッパ全体でのカリキュラムの多様

性は維持されるべきだと主張し続けている。

　最後に，驚くべき点として一つ留意しておきた

い。高等教育に関する世界的な公の論議が，高等

教育システムの形式的な要素から形式でない要素

へと転換したこの時期に，言い換えれば大学の世

界的な「ランキング」に注意が払われ，多くの大

学が「世界トップレベルの大学」とみなされたい

と願うことによって目に見える「質」，「評判」な
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どの点で大学間の「縦」の違いへと転換したこの

時期に，高等教育システムの形式的な構造－すな

わちこの場合には学修プログラムのレベル－が，

これほど重要だとみなされていることである

（Shin, Toutkoushian and Teichler, 2011の「ランキン

グ」に関する論争の概観を参照）。明らかに，ボロー

ニャ改革には矛盾しているようにみえるところが

ある。

　この寄稿論文の目的は，第一に，ボローニャの

「狙い」，主な目標，作戦上の目的と主な行動範囲

について述べることである。第二に，ボローニャ

宣言（Bologna Declaration）からほぼ10年後に観察

される実際の変化について概観を示す。第三に，

学生の流動性の問題，すなわちボローニャ改革が

明確に対象としている問題を扱う。第四に，学士・

修士の構造にもとづく学修プログラムと学位の導

入の結果として，卒業生の雇用としごとの変化に

関して，入手可能な情報を分析する。

２．ヨーロッパの協調に関するこれまでの
努力

　ボローニャ・プロセスは，ヨーロッパにおける

高等教育の協調に向けての最初の大規模な活動

だったわけではない。第二次世界大戦の終結以来，

そうした類いの活動は繰り返し行なわれてきた。

そのような政策は，以下に挙げる４つの発展段階

の中で，最も影響力の強い５つの活動として，異

なる超国家的な主体によって促進された（Tei-

chler 2010参照）。

　第一段階では，それぞれ異なるヨーロッパ諸国

間で相互に理解を深める努力がなされた。この枠

組みの中で，学生の流動性を促す活動が優勢な役

割を果たした。他の国々に関するより詳しい知識

が偏見を弱め，異なる生き方や考え方に対する共

感を高めると期待されたからである。西ヨーロッ

パでは，欧州評議会（Council of Europe）が1950年

代初頭から，学修の認証（recognition）－より正確

に言えば，高等教育機関への入学資格として入学

前に行なった教育の認証，移動学生が他国の学修

課程で行なった学修期間の認証，そして大学卒業

後に移動する卒業生の学位の認証－のために各国

が署名し批准した協定を通じて，流動性の促進に

向けて積極的に活動した。同様の活動は東欧諸国

でも行なわれ，1970年代から欧州評議会とユネス

コ（UNESCO）間の協力によって，最終的には1997

年に欧州評議会とユネスコにより再び着手され，

このときは欧州委員会（European Commission）の

協力を得て，学修の認証のためのリスボン協定

（Lisbon Convention）を通じて，すべてのヨーロッ

パ諸国の活動となった（Teichler 2003の概要参照）。

　第二段階では，1960年代以来，西ヨーロッパの

大多数の国々と，ヨーロッパ以外の市場志向の経

済先進諸国が，高等教育に進学する学生の量的拡

大を刺激し収容する最善の方法を求めて協力して

きた。それによって経済成長に貢献し，教育機会

の不均等を緩和することの双方を目ざしたのであ

る。OECD（経済協力開発機構）は，こうした国々

の相互の経済的社会的助言のためのシンクタンク

であるが，高等教育を拡大し，多様化することを

提案した。すなわち，比較的短期の学修プログラ

ムを高等教育に格上げし拡張することによって，

入学者の収容力を増すという提案である。ただし，

そうした機関において，教育と研究の緊密な結び

つきは原則としてもたないこととされた。

　第三段階は，協力，流動性と高等教育における

協調したヨーロッパの視点（European dimen-

sions）の追求の高まりが特徴であった。これは

1990年代以降，初めは欧州連合（European Union）

という名の政治的「クラブ」において提案されて

きた。ERASMUSプログラムは，ヨーロッパ内で学

生の短期の移動を促進するために1987年に始め

られたもので，この段階の最も際立った例である。

アジア太平洋諸国では，ERASMUSプログラムの

経験が刺激となり，学生の移動に関する UMAPプ

ログラムが設けられた。これは ERASMUSプログ

ラムと取り組みの面では似ているが，ERASMUS

プログラムと類似の規模にまで発展することはな

かった。

　第四段階では，ヨーロッパ各国が共同して同じ

ような高等教育政策を追求し，後述するようにシ

ステムの収斂に向けて努力することを目指した。

ここでは興味深いこととして，各国の大臣が自分

たちで，すなわちいかなる超国家的組織の関与も

受けることなく，共同してこれを決定したことを

指摘しておきたい。

　さらに，2000年のリスボン宣言（Lisbon Declara-

tion）では，欧州理事会（European Council），すな

わち，欧州連合加盟国の政府首脳で構成される機
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関が，協力して研究と開発に投資する共同措置を

取り，最終的には2010年までに「ヨーロッパ研究

圏」（European Research Area）を設けることに合意

した。とりわけ，研究・開発に対する公的及び民

間支出を平均して国内総生産の３パーセントにま

で増加し，それによってヨーロッパを「世界で最

も競争力と活力を有する，知識を基盤とした経済」

とするのを促進するべきであるとされた。

３．ボローニャ宣言

　ボローニャ宣言のような重要な政策の動きを，

単に突然の意外な行動とみなすことは適当でない。

ヨーロッパにおいて学修プログラムと学位の収斂

したシステムを支持する決定の引き金となった主

な要因については，さまざまな見解がある（Witte 

2006，Kehm, Huisman and Stensaker 2009を参照）。

しかし，次の３つの要因がしばしば挙げられてき

たと示すことは正しいであろう。

　第一に，1960年代以降，ヨーロッパの異なる

国々で高等教育システムの最も望ましい型に

ついて議論された。それによって，高等教育

の拡大の目覚めとともに，比較的短期の学修

プログラムの魅力を高める必要性が感じられ

た。

　第二に，欧州委員会が1987年に開始した

ERASMUSプログラムが「成功譚」とみなされ

た。そのため，どのようにヨーロッパ内の一

時的な学生の流動性をさらに広げることがで

きるかという議論を促した。

　第三に，ヨーロッパの非英語圏諸国での学修

が世界の他の地域からの学生たちにとって魅

力を失っているように思われることを，多く

の政治家と他の関係者たちが，1990年代半ば

頃から懸念するようになった。学士・修士の

構造にもとづく学修プログラムの導入は，魅

力を高める主な手段になると考えられた。こ

うした見解は，特にフランスとドイツで，ま

たたく間に広がった。例えばドイツでは，ヨー

ロッパ全体で共同宣言が署名される前に，学

修プログラムと学位に段階を設けることを促

進するために，1998年の初めに高等教育大綱

法がすでに改正されていた。

　1998年にパリのソルボンヌ大学での記念日の

折に，フランス，ドイツ，イタリア，英国の高等

教育担当大臣が，学修プログラムと学位の「調和

した」構造（“harmonized” structure）を確立する

ことを宣言した。このいわゆる「ソルボンヌ宣言」

（Sorbonne Declaration）の署名は，ヨーロッパ数か

国による孤立した単独の試みであると批判された

が，その構想自体は，将来に向かっての大きな飛

躍であると他のヨーロッパ諸国からも広く支持を

得て，さらなる行動のためにより幅広い基盤を確

立する努力が行なわれてきた。

　1999年６月には，ヨーロッパの29か国の大臣が

ボローニャ（イタリア）でいわゆる「ボローニャ

宣言」に署名し，それに従って，学修プログラム

と学位の段階構造が設けられ，最終的に2010年ま

でに「ヨーロッパ高等教育圏」（European Higher 

Education Area）が実現されることになった。この

プロセスを監視し，明確化し，促進するためのそ

れに続く閣僚フォローアップ会議は，2001年にプ

ラハ（チェコ共和国），2003年にベルリン（ドイツ），

2005年にベルゲン（ノルウェー），2007年にロンド

ン（英国）で開かれ，2009年にはオランダ，ベル

ギー，ルクセンブルクの政府による共同準備で

ルーベン（ベルギー）で開かれ，最後に2010年に

ウイーン（オーストリア）とブダペスト（ハンガ

リー）で開催された。その間に，47か国がこの共

同作業に加わった。

　ボローニャ・プロセスのきっかけとなった基本

的前提に，統計的な根拠は十分でなかったことに

留意すべきである。実際，世界中で留学している

学生のうち，ヨーロッパの非英語圏諸国で学ぶこ

とを選択した者の割合は，現実には，しばしば主

張されるように1980年代と1990年代に減少して

はいなかった（Teichler 1999参照）。さらに，構造

的な収斂が，ヨーロッパの高等教育の魅力を高め

るために，最も重要な対策であるかどうかは確か

でない。言葉の問題，高度に組織化された博士課

程の不足，あるいは一部のヨーロッパ諸国におけ

る学生に対する個人的な学業と事務手続上のサ

ポートの欠如などのほうが，際立った要因だった

かもしれない。しかし，信じることが事実になる

こともまた明らかである。この信念は2000年頃に

はヨーロッパ中に素早く広がり，ヨーロッパの高

等教育システムは，構造上の類似点によってヨー

ロッパ以外からの人々により魅力的なものになる

と信じられた。
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　ボローニャ・プロセスの基礎となる第二の前提

にも問題がある。ボローニャ宣言は，ヨーロッパ

内の類似したプログラムと学位は，ヨーロッパ域

内の学生の流動性にも役立つだろうことを指摘し

た。確かに，学生の移動はヨーロッパでは一般に

普及している（Teekens and de Wit 2007, Vincent-

Lancrin 2010の概観を参照）。しかし，ヨーロッパ域

内の学生の流動性は ERASMUSの枠組みにおい

て，それぞれの国の多様なプログラムと学位にも

かかわらず，すでに功を奏してきた。プログラム

と学位が類似していればさらに効果が上がるかも

しれないが，次のように結論づけることも可能で

ある。ヨーロッパの国々は，それがヨーロッパ内

の学生の流動性をわずかに高めるだけであるなら

ば，プログラムと学位を改める重荷を負うことは

なかっただろう，と。

　さらに，ソルボンヌ宣言とボローニャ宣言は，

政治的にまったくの驚きであった。高等教育担当

の各国大臣が1970年代半ばに欧州経済共同体

（European Economic Community）に許していたの

は，高等教育政策において各国政府が行なわない，

あるいは一国だけではうまくできないことをする

場合に限って活動することであり，それもヨー

ロッパとしての政策は，ヨーロッパ各国の高等教

育システムの多様性には手をつけないことが条件

となっていた。今やヨーロッパの大臣たちは予告

なしに，かつて禁じたこと，すなわちヨーロッパ

各国のシステムの多様性に触れて，より類似した

ものにすることを自ら始めたのである。

　最後に，次のような問いが考えられる。潜在的

もしくは現実に移動する少数派の学生たちだけの

ために，なぜ高等教育システム全体が根本的に変

えられるべきなのか。その答えとして，もう一つ

の目的がより重要だったのだ，と論ずることがで

きよう。ボローニャ改革のプロセスでは，すべて

の学生の選択肢として，また，高等教育システム

の供給と社会のニーズとの間のより良い関連のた

めに，学士，修士と段階づけられた学位のシステ

ムが望ましいと考えられたのかもしれない。従来

よりも短い学修プログラムが魅力を増すべきであ

り，学生は自ら学修する経路にさらに大きな柔軟

性をもつべきであり，それによって学修を人生に

わたって引き伸ばすこと（「生涯学習」，“lifelong 

learning”）がより容易にできるようになろう。

　日本の読者には，次のことを心に留めておいて

ほしい。明らかに日本とは対照的であるが，ヨー

ロッパで高等教育を受けた学生の過半数は，修士

に相当する学位を手にして労働市場に参入してい

たということである。しかし，それでも疑問は残

る。なぜこうした目的が明確に示されていないの

か。これはヨーロッパで学生の移動が広く知られ

ていることの結果だと推論できるかもしれない。

学生の移動に対して有益である，と指摘すれば，

大臣たちは，短期の学修プログラムを拡充し，格

上げするという着想を「売り込む」（“sell”）ことが

できるからである。

４．ボローニャ改革プログラム

　ボローニャ宣言は，その作戦上の中核をなす目

標として，学修プログラムと学位の段階制（cycle 

system）と称するシステムの確立をヨーロッパ全

体で求めている。第一段階の学修プログラムは，

アングロサクソンの世界でバチェラー（Bachelor,

学士）と呼ばれる学位に，第二段階の学修プログ

ラムはマスター（Master，修士）に導く。ボローニャ

宣言のフォローアップ会議で大臣たちが署名した

コミュニケ（CommuniquW）は何年にもわたって，

博士課程の学修をボローニャ・モデルの第三段階

とみなすべきであると強調している。しかし，そ

うした第三段階の特性，博士学位取得候補者の地

位など類似の顕著な問題に関して，具体的な合意

は成立していなかった。

　ボローニャ・プロセスより前に，ヨーロッパで

学士・修士の学位システムが存在していたのは英

国とアイルランドだけである。ヨーロッパの一部

の国々では，大学（universities）の最初の学位は修

士に相当すると考えられ，その一方で，大学以外

の他の高等教育機関では学士に相当する学位が授

与されてきた（例えば，フィンランド及びオラン

ダ）。学問分野によって，ある分野では大学で学士

レベルの学位と修士レベルの学位の双方が授与さ

れ，他の分野では修士レベルの学位だけが授与さ

れる，という国々もあった（例えば，フランス及

びノルウェー）。

　実のところ学修プログラムの年限については，

ボローニャ・プロセスに参加したヨーロッパ諸国

の大臣たちは共通のモデルに合意さえしていない。

実際，最も多く設けられているのは３年制の学士
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プログラムと２年制の修士プログラムであり，両

方を合わせて修士の学位取得まで５年間の学修期

間を要するのが最も広く行き渡ったモデルである。

しかし，それ以外の選択肢にも策略の余地が残さ

れた（Reichert and Tauch 2003, 2005を参照）。

　ボローニャ宣言には，他にも作戦上の目標が掲

げられている。ヨーロッパ諸国で高等教育システ

ムの構造上の収斂が与えうる影響をより強固なも

のにするために，付随する措置を取ることが提案

された。

　第一に，単位制度（credit system）があらゆる

ところで導入されるべきである。その目的は，

学業上の達成を累積して評価すること，また，

外国で一時期学んだ移動学生が帰国後に外国

での学業達成の認証を受ける（recognize）決

定に対して共通の「通貨」（“currency”）を手

にすることにある。ヨーロッパでは従来，試

験制度が大きく異なっていたことを心に留め

ておきたい。例えばフランスでは，毎年度の

終わりに主要な試験が行なわれていた。イタ

リアでは，共同の口述試験が広く行き渡って

いる課程があった。ドイツでは，成績評価の

大部分は学修プログラム全体の最後に集中し

て，修了論文と幾つかの口述・筆記試験によっ

て行なわれるのが伝統であった。しかし，ヨー

ロッパの過半数の国々において単位制度は，

異なる種類のものではあるが1980年代まで

にすでに設けられていた。さらに1989年以降

には，ERASMUSプログラムの枠組みの下で，

外国で行なった短期学修の認証（recognition）

を促進する目的で単位制度の導入が奨励され

た。この単位制度はヨーロッパ単位移動制度

（ECTS, European Credit Transfer System）と

いう名称で，１年の学修に対して60単位

（「ECTS」と呼ばれる単位）が与えられること

とされた。今やボローニャ・プロセスにおい

て，すべての学生を対象に ECTSと互換可能

な単位制度が導入されることになっている。

　第二に，「ディプロマ・サプリメント」（diploma 

supplement，学位証書補足資料）が卒業時にす

べての学生に与えられるべきである。その目

的は，各国の高等教育システム，学修プログ

ラム，学生個人の成績について容易に読むこ

とができ，国際的に理解できる情報を提供す

ることにある。この着想は，高等教育におけ

る認証問題の専門家と高等教育研究者によっ

てすでに1988年に展開され（Berg and Teichler 

1988），それ以来，欧州評議会，UNESCO，欧

州委員会によって支持されてきた。ヨーロッ

パ各国の大臣にとってボローニャ・プロセス

は，ディプロマ・サプリメントの導入を加速

する機会と捉えられた。

　第三に，ヨーロッパ諸国間の緊密な協力が，

評価活動（evaluation activities），この文脈では

しばしば「質保証」（“quality assurance”）と呼

ばれているが，評価活動の中で支持された。

その当初の目的は，学修プログラムを認可す

る（approve）のとよく似た方法で，類似した

評価プロセスが行なわれることを確実にする

ことだった。しばらく後に議論は，同じよう

に質の基準（quality standard）を明確に示すこ

とは可能かという問題に拡がった。

　こうした作戦上の目標が，すなわち構造上の改

革とそれに付随する措置がボローニャ宣言に掲げ

られたのは，学生の流動性に寄与するという主要

な戦略上の狙いに役立てることにあった。実はこ

の戦略上の狙いは，次の二つに細分される。

　世界の他の地域からの学生に対して，ヨー

ロッパの高等教育の魅力を高めること，

　ヨーロッパ域内の流動性を促進すること。

　明確には述べられていないが，ボローニャ・プ

ロセスが第一に目ざしているのは，次の形態の学

生の流動性を高めることである。すなわち，（a）学

位プログラム全体を履修するために，世界の他の

地域から学生が入ってくる流動性，（b）一時的（３

か月から１年の間）に，ヨーロッパの国々の間で

学生が出入りする流動性，を高めることである

（Teichler 2009b, WMchter 2008）。

　年を経る間に，ボローニャ・プロセスで扱われ

る議題は拡がってきたように思われる。関係者の

多くは，フォローアップ会議のコミュニケに，ま

たは公式性はやや劣るが，ボローニャ・フォロー

アップ・グループ（BFUG, Bologna Follow-Up 

Group，閣僚会議の間の調整グループ）の主催で開

かれる公式会議に，新しいテーマを加えるよう

ヨーロッパ諸国の政府に対して提案することに

よって，あるいはボローニャ宣言に関わる論議に

は自分たちにとって好ましいテーマが含まれてい
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ると単に解釈し直すことによって，議題を広げよ

うと意図している。例えば，欧州委員会は多様な

文書を発行しているが，その中でリスボン・プロ

セスの基礎をなす考え方は，ボローニャ・プロセ

スの根本的な考え方と多少の差はあれ同一である

と主張した。

　時間の経過とともに，構造上のテーマ（学修プ

ログラムと学位の段階構造）に加えて，ボロー

ニャ・プロセスの第二の主要なテーマが現われ，

勢力を増してきたことは間違いない。それは学修

プログラムの内容に関するものであり，特にカリ

キュラムへの重大な衝撃と，高等教育における学

修と卒業生の雇用（employment）及びしごと

（work）との間の関係である。「資格枠組み」（“quali-

fications framework”）と「雇用可能性（就業能力）」

（“employability”）が，この第二の主要テーマとの

関連性を強調するために最も頻繁に言及される用

語になった。

　初めのうちは，ボローニャ宣言が求めるのは構

造上の収斂のみであり，したがってヨーロッパの

多様なカリキュラムのアプローチは変わらずに残

されることが頻繁に指摘された。「高等教育システ

ムの互換性と比較可能性を増」し，それによって

多様な能力（competences）が等しい用語で容易に

受け入れられるべきである。1999年のボローニャ

宣言は，高等教育としごとの世界との関係につい

て，一度だけ明白な形で言及している。「第一段階

の後に授与される学位は，ヨーロッパの労働市場

にも密接な関連があるものとする」。

　大学が授与する学士（Bachelor）に職業的関連性

を求めるこの明確な表現は，大学にかつて長期の

学修プログラムしか存在していなかった国々で大

学の学士プログラムが設けられると，大学で学士

を取得した後に労働市場に向かう者が不利な立場

に置かれるのではないか，との懸念を映している。

なぜならこれらの国々において学士の学位は，フ

ランスの「DEUG」（大学一般教育課程修了）やド

イツの「フォア・ディプロム」（Vor-Diplom，ディ

プロム学位プログラムの基礎学修課程修了）のよ

うに，かつて学修課程の中間で出された証明書に

類似したものと捉えられるおそれがあるからだ。

それはまた雇用者が，大学で学士を得て就職する

卒業生に適した採用戦略を再考する必要があると

いう認識も示している。

　カリキュラムの取り組みに関する限り，ボロー

ニャ・プロセスにおけるその後の議論と活動は，

この問題の範囲を越えている。学士の学位，修士

の学位までに得ることが目ざされるそれぞれの能

力と知識のレベルの混乱を解いて整理する必要性

がより強く感じられたので，各国の大臣は2005年

のコミュニケにおいていわゆる「資格枠組み」に

ついて明確に述べることに賛成した。これは，ヨー

ロッパの高等教育全体に対して，各国の状況と，

各学問分野の状況の許す範囲内で，幅広く公式化

するものである。そのために採用された専門用語

を見ると，21世紀初めの10年間に高等教育におけ

る教育上の論議が，「知識」（knowledge）と「達成」

（achievement）から「学習成果」（learning out-

comes）と「能力」（competences）へ次第に移って

いったことを示している。

　同時にボローニャ・プロセスの範囲内で，また

はボローニャ・プロセスに沿って，「雇用可能性」

の表示の下に多くの問題が扱われた。「雇用可能

性」を支持する者の中には，推定される雇用者側

の需要にカリキュラムを従属させることを要求し

た者もいた。予想される労働市場の発展に応じて，

高等教育の量的な舵取りを求めた者もいた。さら

に，労働市場の不確実性に対処するために「学ぶ

ことの学習」（learning to learn）と「鍵となる技術」

（key skills）を増すことを優先させた者もいたし，

カリキュラムを学生が自分の仕事上の役割を積極

的に変えるための準備の機会と捉えた者もいた。

さらにまた，知識と能力の広がりは，雇用先を探

し，自分自身の（職業上の，しかし職業だけにと

どまらない）人生にうまく対処していく能力を培

うことと関連があると主張する者もいた。実際に

は，論議が集中していたのは学習，能力，しごと

に関わる実質的な事柄（あるいは「職業的関連性」

（professional relevance）と名づけてもよいかもし

れない Teichler 2009a参照）であるにもかかわら

ず，「雇用可能性」という語は，雇用問題（給与，

年金，契約の安定性等）が危険に晒されている，

という誤った連想を招きかねない。

　ボローニャ・プロセスの枠組みないし文脈にお

ける議論と政策は，こうしたテーマを越えてさら

に広がっている。「質保証」の共同の活動は，当初

想定された目標の範囲の外に及んだ。さまざまな

テーマがリストに加えられたが，高等教育への進
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学の拡大，職業訓練システムと高等教育との間の

透過性，さらに高等教育の「社会的側面」（social 

dimension），中でも学修に対する財政状況と実際

の学修環境といったテーマは，ヨーロッパの学生

たちがボローニャ・プロセスの中で，自分たちの

具体的な関心についてより強い役割を要求したと

きに追加された。

５．履行：ボローニャのプロセスと結果の
再検討

　ボローニャ・プロセスは，それに付随して大規

模な評価活動が行なわれてきた。第一に，閣僚フォ

ローアップ会議の準備のために各国は毎回，進捗

報告書を書くことを求められ，作業部会がその都

度これらの各国報告書をまとめて全体としての

「現状把握」（stocktaking）報告書を作成した。第二

に，欧州大学協会（EUA, European University As-

sociation）あるいは個人の専門家が委託されて，定

期的にボローニャ・プロセスの履行に関する高等

教育機関の「動向」調査（“trend” survey）を行なっ

た（Haug and Tauch 2001, Reichert and Tauch 2003, 

2005, Crosier, Purser and Smidt 2007, Sursock and 

Smidt 2010）。第三に，高等教育研究者が，ボロー

ニャ・プロセスの全般的な進展を包括的に評価す

るよう，様々な機会に依頼された（Alesi et al. 2005, 

Kehm,  Huisman and  Stensaker  2009,  CHEPS, 

INCHER-Kassel and ECOTEC 2010参照）。第四に，

具体的なテーマ，例えば学生の流動性の統計（Ke-

lo, Teichler and WMchter 2006, Teichler, Ferenz and 

WMchter 2011），大学教員の意見（Gallup Organiza-

tion 2007），一般の学生統計と調査（EUROSTAT 

and EUROSTUDENT 2009）などに関して，いくつ

かの調査が委託された。さらに第五に，個々の国

の中でさまざまな調査が委託され，あるいは異な

る機関や研究者によって自発的に調査が実施され

た。

　しかし，ボローニャ・プロセスの履行と結果に

ついて討議している関係者と専門家の多くは，得

られた情報基盤はあまり良くないという結論に達

している。利用できる統計は，ボローニャに関係

する事象を判断するのに十分に適していないこと

が多い。ヨーロッパのすべての国々を扱った，価

値ある調査はわずかしかない。関係者によって提

供される情報は，しばしば大いに政治化されてい

る。多くの報告書では，関係者が公式の作戦上の

目標に応じている範囲にのみ焦点を合わせて，顕

著な効果や，あるいは意図していなかった影響に

ついては論じられていない（Reichert 2010参照）。

報告書の多くは，時期尚早の期待によって特徴づ

けられる。変化の第一歩が進行中であるにすぎな

い時点で，すでに結果を測り，判断しようとして

いる。大事なことを言い残したが，ボローニャ・

プロセスによってかき立てられた刺激的だが議論

の余地のある改革の風潮は，ボローニャ・プロセ

スのいくつものプロセスと影響に関して，感情面

から言えば多彩な報告書が出ることにつながった。

　それでも，ボローニャ・プロセスの初期の結果

について，可能な範囲で得られた最善の知見を要

約することはできる。ただし以下に挙げるいくつ

かの調査結果は，ヨーロッパの大学での欧州大学

協会（EUA）の調査によるものであり，その回答

率は約15％であって，改革プロセスに割合に積極

的な大学が大きな比率を占めていると想定される

ことに留意しておかなければならない。

履行の速さ：ボローニャ・プロセスの作戦上の目

標は，ヨーロッパの異なる国々の間で，きわめて

変化に富んだ速さで履行された。一部の国々では，

新しい学位構造と付随する措置の大部分が2002

年までにすでに履行されていた。履行プロセスは

早期に始まったが，履行に何年も費やした国々も

あった。また，最初の数年間を特徴づけたのはそ

もそも新しい構造を実行すべきかという論議であ

り，「もし改革を行なうならば」という議論を数年

続けた後に初めて，「どのように改革を行なうか」

が討議の焦点となった国々もあった。最終的に，

ボローニャ宣言から十年を経た後でさえ，大した

ことは起こっていない国々もある（Alesi et.al. 

2005, Sursock and Smidt 2010参照）。

学士・修士構造の導入範囲：学士・修士の構造に

もとづく学修プログラムと学位は，ボローニャ・

プロセスに参加している国々のほとんどの高等教

育機関で2010年までに履行されていた。欧州大学

協会（EUA）のために行なわれた調査（Sursock and 

Smidt 2010参照）によれば，ボローニャ・プロセス

に参加しているヨーロッパ諸国の高等教育機関の

53％は，学士，修士，そしておそらくは博士の学

位の段階的な構造を，すでに2003年に実施してい

た。その割合は2007年に82％，2010年には95％に
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伸びている。

　構造上の変化に「付随する措置」もまた同じよ

うな程度で実施されていたと思われることを，こ

こで付け加えておこう。2010年の EUA調査に回

答した高等教育機関の96％が，学士と修士のプロ

グラムのすべてに単位累積制度を設けていた。

ディプロマ・サプリメントもまた，急速に広がっ

ている。2007年の EUA調査では高等教育機関の

48％がすべての学生の卒業時に発行していると

報告していたが，その割合は2010年には66％で

あった。2010年の調査では，さらに14％の高等教

育機関が，求めに応じてディプロマ・サプリメン

トを発行すると回答した。

分野による相違：しかし，学士・修士の学位は，

すべての分野に同じような程度に導入されてきた

わけではない。予想されたことだが，2010年の

EUA調査によれば，大部分の医学系分野では学

士・修士の構造は少数派の事象にとどまっている

（獣医学16％，歯科学21％，薬学27％，医学28％，

助産学36％，看護学46％）。ほかにも相対的に履行

の割合が低い分野として，建築学（46％），法学

（61％），教員養成（68％），工学（73％）が挙げら

れる。

学士－最終的な学位か中間的な学位か：大学で授

与される学士は，修士の学位に向けた中間段階の

学位として機能することが優勢であると思われる。

2010年の EUA調査に回答した大学の代表者の

85％は，学士取得者の大多数は直接に労働市場へ

向かうことはないと予想していた。大学以外の高

等教育機関の回答では，その割合は55％だった。

学修プログラムの期間：共通の目標と作戦上の目

標が強調される一方で，目標の解釈と実際の作戦

活動は国によって大いに異なっていた。学修プロ

グラムの新しいシステムの中で，最も明白なヨー

ロッパの協調と考えられている措置，すなわち学

修プログラムの期間を標準化することさえ，まだ

達成されていない。実のところ，18か国は一貫し

て３年制の学士と２年制の修士プログラムを導入

した。６か国は学士４年－修士２年のシステム，

４か国は４年制の学士プログラムと１年ないし１

年半の修士プログラムを設けている。残りの国々

には，さまざまなモデルが見られる（Eurydice 

2010）。

同時のカリキュラム改革：2010年 EUA調査に回

答した高等教育機関の大半は，構造上の変更と一

緒にカリキュラムの見直しを行なったと主張して

いる。学士・修士の構造を導入した高等教育機関

のうち，77％はカリキュラムの見直しが全学部で

議題にされたと報告した。

ボローニャ・プロセスのテーマ範囲：すでに指摘

したように，ボローニャ・プロセスの扱うテーマ

の範囲は時間の経過とともに相当に広がった。ボ

ローニャ宣言が高等教育を変えるための集中的な

議論と努力の引き金となることに成功したことは

明らかであり，ボローニャの議題に問題を追加す

る取り組みが頻繁に行なわれた。これはヨーロッ

パにおける高等教育の包括的な改革に向かっての

行動であると考える観察者がいる一方で，ボロー

ニャ改革プログラムの弱化とみなす人々もいる。

　学修プログラムと学位の段階制の導入に伴って

カリキュラムの再考と変更を集中して行なった

国々がある一方で，カリキュラムにほとんど考慮

を加えることなく作戦の変更を実施した国々も

あった。閣僚フォローアップ会議の過程では，新

しい学修プログラムの内容の問題がますます重視

されるようになっていった。これは，ヨーロッパ

全体で高等教育システムの構造上の収斂に向けて

努力するという当初の目標が，初めに予想された

ほど全般的な改革に対して強力な手段でなかった

との失望の兆候とみなされるかもしれない。

　一方で，構造上の改革は主要なカリキュラム改

革を伴わなければならないことは，初めから想定

されたはずである。ボローニャ・プロセスを見守っ

ている者の多くは，学修の結果についてのより強

い意識（「能力」，「学習成果」），教育と学習の改善

に対する経験のフィードバック（「質保証」），学修

の異なる段階の終わりに到達される能力のレベル

（「資格枠組み」），学修とそれに続く雇用・しごと

との結びつき（「雇用可能性」），ならびに人生の行

路に高等教育が果たす役割（「生涯学習」）に関す

るカリキュラム上の議論が，改善の必要性と同時

に，実際に変化の成功を示していると信じている。

しかし，こうした方向への変化が実際にどの程度

に起こったかをあえて真剣に評価しようとする者

はいない。

関係者の関与：ボローニャ・プロセスについての

評価の多くは，政府関係者が初めからこの重要な

改革の最も強力な支持者であったことを指摘して
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いる。高等教育機関の指導者たちがすぐにその後

に続いたが，研究者の多くはボローニャ・プログ

ラムを「上」からの望ましくない押しつけとみな

し続けた。また，学生たちの抗議もまったく稀で

はなかった。そこで広く非難されたのは，大学の

学士の学位は学術的に基礎となる学修としては十

分なレベルでなく，大学の教員と学生の多くは事

実上，大学の学士を修士への通過点となる移行段

階とみなしている。学修期間の短い学士のプログ

ラムでは，単位制度を実施した結果として頻繁な

試験によって形作られ，学習のプロセスが過剰に

規則化されているとみなされることが多い。「雇用

可能性」に向かっての強い推進力が，学術的な質

と，学生の批判的かつ革新的な論理的思考力を低

下させるのではないかと懸念されている。

　以下に述べるように，ボローニャ・プロセスは

2010年に，すなわちヨーロッパ高等教育圏という

野心的な目標が達成される標的の年と定められた

この年に，その履行が成就したとは考えられてい

ない。また，ボローニャ・プロセスに関する意見

の分かれる議論は，一般的な受容に道を譲ること

になった。しかし，ヨーロッパ各国で高等教育を

担当している大臣たちは，履行のプロセスを継続

し，さらなる目標と対象を設定することを決定し

た。

６．ボローニャ・プロセスと学生の流動性

　学生の流動性は，よく取り上げられるテーマと

なっている。専門家の見るところでは，ヨーロッ

パの学生全体の中に外国人の移動学生が占める割

合は，オーストラリアよりは低いものの，アメリ

カ合衆国と日本における割合よりはかなり高い。

一方，ヨーロッパの学生が国外に移動する割合は，

アメリカ，日本，オーストラリアのそれぞれの割

合よりも高い。学生の流動性はヨーロッパでは広

く世に知られているので，学生移動の量的発展を

観察するのに適した統計と調査のシステムを設け

る努力がなされてきたであろう，と期待されるか

もしれない。しかし実際には，学生の流動性の趨

勢を測るための情報基盤はかなり脆弱なままであ

る。学術協力協会（ACA, Academic Cooperation As-

sociation）によって行なわれた方法論に関する検

討で，以下の問題が指摘されている（Kelo, Teichler 

and WMchter 2006）。

　伝統的に国際統計によって，外国人学生と留

学に関する情報が提供されてきた。しかし，

これらのデータは学生の流動性に関する近似

値を示すにすぎない。なぜならヨーロッパ諸

国には，学修目的で移動するのではなく，す

でに当該国に居住し，中等教育を受けている

外国人学生がむしろかなりの割合で存在して

いるからである。反対に，別の国に住んで教

育を受けた後に，高等教育を受ける目的で自

らの国籍を有する国に移動する者もいる。

　一時的に移動する学生，それはヨーロッパ域

内の学生の流動性において最も頻繁に見られ

る形態であるが，多くの国の学生統計には，

こうした一時的な移動は一部が含まれるだけ

か，あるいはまったく含まれていない。なか

には，一時的に国外へ移動する学生を，留学

期間中も自国の学生と数えている国もある。

　利用可能な国際統計では，「学位移動」

（degree-mobile）ないし「ディプロマ移動」

（diploma-mobile）を行なう学生と，「一時的移

動」（temporarily mobile），「短期移動」（short-

term mobile），「単位移動」（credit-mobile）を

行なう学生との間に，区別を設けていない。

言い換えれば，外国で学修プログラム全体を

終えることを意図して移動する学生と，学修

プログラム内の１学期かそれよりやや長い期

間を外国で学ぶ学生とを，何ら区別していな

い。

　国際統計には，国籍による区別，あるいは学

士プログラムと修士プログラムのいずれによ

る移動かの区別がなされていない。

　学生の流動性という事象，すなわち教育課程

の途中でどれだけの学生が留学しているか，

その留学は学修プログラム全体に亘るのか，

それとも教育課程の少なくとも一部の期間だ

けか，を明示するのに適したヨーロッパ全体

の統計と調査は存在しない。

　したがって，学生の流動性に関しては，外国人

学生についての統計上の分析を近似値として報告

するという，ヨーロッパに広く行きわたった慣行

を繰り返すほかない。しかし限られた数の国々に

対しては，より適切なデータを追加することがで

きる。

　最近の調査「ヨーロッパの高等教育におけるボ

タイヒラー：ボローニャ改革がドイツと欧州諸国の大学の学修プログラムに与えた影響－ボローニャ・プロセス10年間の改革努力の総括 11



ローニャ・プロセス：社会的側面と流動性に関す

る重要な指標」（EUROSTAT and EUROSTUDENT 

2009）には，UNESCO，OECDとEUROSTATが共

同で収集した数的資料に基づいて，近年のヨー

ロッパにおける外国人学生と留学の変化に関する

データが示されている。この調査によると，EU 27

か国の全学生に占める外国人学生の割合は，2000

年の5.4％から2006年の7.5％に増加した。

　ヨーロッパの32か国（ERASMUS有資格国とス

イス，ただしロシア，旧ソビエト連邦諸国と一部

のバルカン諸国を除く）に注目した新しい分析に

よれば，外国人学生数は1999年に約827,000人（全

学生の5.4％）であったが，2003年には約1,118,000

人（5.8％），2007年には1,516,000人（7.0％）に増

加した。このように外国人学生は，８年間に数に

して約80％，全学生中の割合で約30％伸びた。こ

れらの国々の外国人学生が他のヨーロッパ諸国の

国籍を有する割合は1999年に3.0％，2007年に

3.3％でわずかに増えただけであるが，ヨーロッパ

域外から（ならびに国籍不明）の外国人学生の割

合は，同じ期間内に2.4％から3.7％に伸びた（Tei-

chler, Ferenz and WMchter 2011）。

　利用可能な情報によれば，これらのヨーロッパ

諸国でヨーロッパ域外からの外国人学生の数は倍

増している。その伸びのうち半分は，学生人口の

世界的な増加によるものである。だが残りの半分

は，留学したいと考えている世界の他の地域の学

生に，ヨーロッパの高等教育が魅力を増したこと

を示唆している。対照的に，ヨーロッパの学生の

うちヨーロッパ内の他の国で学ぶ，あるいはヨー

ロッパ域外に留学する者の数に相対的に大きな伸

びは見られない。

　学生全体に占める外国人学生の割合は，ヨー

ロッパの国々の間で大きく異なっている。きわめ

て小さないくつかの国々（ルクセンブルク，リヒ

テンシュタイン，キプロス等）の特殊な事情を度

外視すれば，2007年にスイス，英国，オーストリ

アで15～20％であり，ベルギー，フランス，ドイ

ツ，スウェーデンで10％をやや上回っていた。こ

れに対して，外国人学生が１％以下と報告された

国の例として，ポーランド，スロバキア，トルコ

が挙げられる。また，国外に留学する学生の割合

も相当に異なっている。英国から留学する学生は

1.2％にすぎないが，オーストリアから留学する学

生は6.0％であった。

　とはいえ，学生の真の流動性に関する数値が，

外国人学生と外国に向かう留学生とでは明らかに

異なる。これは上述した ACA調査で，特定の数か

国に関する2003年の入手可能な情報から明らか

にされたとおりである。例えばドイツでは，表１

に示すように，全学生のうち外国人の移動学生は

8.5％であり，ドイツから外国に移動する学生は

1.5％であった。双方の移動学生を合わせると

10.0％になる。一方，全学生のうち3.4％は外国人

の非移動学生であった。すなわち，外国籍を有す

るが，高等教育に進む前からドイツに居住してい

る学生である。しかし国際統計では外国人学生を，

留学目的でドイツに来た学生か，進学前からドイ

ツに居住する学生かを区別せずに11.9％という数

値を示している。ただし，ドイツに留学してくる

外国人学生の割合は，1999年の6.0％から2007年の

8.5％に伸びている。

　要約しよう。利用できるデータに弱点はあるが，

学生の流動性に関するボローニャ宣言の二つの戦

略目標のうち，一方は成功したといえる。世界の

他の地域からヨーロッパに来る学生の数は，世界

的な流動性の拡大の傾向から予想される数よりも

多い。もう一方の目標は成功しなかった。ヨーロッ

パ域内の学生の流動性は21世紀の最初の10年に

ゆっくりした速度でしか増えず，その速度は明ら
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表１　特定のヨーロッパ諸国における全学生中の外国人及び移動学生の割合，2003年

出典：Kelo, Teichler and WMchter（2006）で報告された各国統計データ

スイス 英　国 オーストリア ドイツ スペイン

a．外国人の移動学生 14.1 13.0 10.6 8.5 1.7

b．自国の移動学生 2.0 0.6 1.3 1.5 0.1

すべての移動学生（a，b） 16.1 13.6 11.9 10.0 1.8

c．外国人の非移動学生 5.4 4.6 2.7 3.4 1.0

すべての外国人学生（a，c） 19.5 17.6 13.3 11.9 2.7



かに1990年代よりも遅かった。

　高等教育の担当大臣たちは2009年のルーベン・

コミュニケで，ヨーロッパ域内の学生の流動性（イ

ンターンシップを含む）について2020年までに

20％に達することを明言した。この数字は，公式

統計のように，ある時点での外国人学生ないし移

動学生の数を表すものではなく，学修課程の間で

の学生移動の事象，すなわち卒業までにどれほど

多くの学生が移動するか，を示している。したがっ

てこの20％には，学修プログラム全体での移動と

一時的移動の双方が含まれると思われる。

　公式統計に問題はあるがそれに基づいて推測す

ると，上述したヨーロッパ32か国からの学生のう

ち，外国で学修プログラム全体を学び，学位を授

与される者は約３％にすぎない。一方，一時的移

動については，学修課程の間の学生移動の事象を

測る必要がある。これは学修の終わりの時点で，

あるいは卒業後のいずれかに測ることができる。

　ヨーロッパ10か国における最近の卒業生調査

の分析（Schomburg and Teichler 2011）で，学修課

程の間に他国に移動していた卒業生の割合に関す

る９か国のデータが得られた。しかしデータの比

較可能性には，問題がある。ある国々は学修目的

の移動を報告し，他の国々は学修と学修関連の活

動を目的とした移動を報告し，なかには学修と学

修関連の活動を区別していない国もあったからで

ある。そのうえ，留学の定義について，最低限の

期間が２週間から１学期間まで異なっている。こ

うした相違が含意するところはきわめて大きい。

例えば，学修ないし学修関連の活動，あるいは両

方の目的で外国に移動する者の割合は，学修目的

だけで外国に移動する者の割合のほぼ２倍に近い

と推測される。

　表２は，学修目的で一時的に外国に移動したこ
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表２　特定のヨーロッパ諸国の卒業生が学修課程中に留学していた割合（パーセント）

大学＝university，他の HEI＝その他の高等教育機関（例：Fachhochschulen, Hogescholen, Grandes ^coles等）

出典：Schomburg and Teichler（2011）で報告された国別調査データ

学士の卒業生 修士の卒業生 従来の学位の卒業生

（一貫したプログラム）

国（目的） 大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体

オーストリア

学修 16 22 18 ・ ・ ・ 22 23 22

種々の活動 24 33 27 ・ ・ ・ 37 40 37

チェコ共和国

学修 ・ ・ 6 ・ ・ 18 ・ ・ ・

就労 ・ ・ 6 ・ ・ 15 ・ ・ ・

ドイツ

学修 16 14 ・ 17 9 ・ 19 9 ・

種々の活動 28 27 ・ 35 22 ・ 37 20 ・

フランス

学修 6 2 ・ 12 22 ・ 11 ・ ・

種々の活動 20 22 ・ 29 54 ・ 32 ・ ・

イタリア

学修 5 ・ 5 15 ・ 15 10 ・ 10

オランダ

学修 28 21 ・ 28 ・ 28 35 16 ・

ノルウェー

学修 20 ・ ・ 25 ・ ・ ・ ・ ・

ポーランド

学修 ・ ・ 2 ・ ・ 3 ・ ・ 3

英国

学修 4 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・



とのある卒業生の割合の概要を示している。ここ

では原則として，少なくとも１学期の間留学して

いた者を対象としている。学修課程の間に一時的

に留学していた者の割合は，国ごとにかなり異

なっている。オランダ，オーストリア，ノルウェー

の３か国では，ボローニャ・プロセスで2009年に

設定された目標，すなわち2020年に卒業生の20％

が留学経験を有するという目標は，学士プログラ

ムの卒業生についてすでに達成したか，あるいは

上回っている。ドイツでこの割合は約15％である。

ただし，学士・修士プログラムへの移行と，外国

で学修全体を終えたドイツ人の卒業生を考慮に入

れるならば，20％の目標はすでに達成されたと主

張することもできよう。もっとも，学修課程の一

時期を外国で過ごしていた学士プログラムの卒業

生の割合は，他の国々，すなわちチェコ共和国，

フランス，イタリア，ポーランド，英国といった

国々では５％かそれよりも低い。

　しかしデータは，ボローニャ・プロセスへの影

響について直接何も示していない。新しい学士・

修士プログラムの枠組みの中で，従来の一貫した

長期のプログラム（厳密には短期ないし長期のプ

ログラム）よりも流動性が高いか，を証明するこ

とはできない。これは，双方のプログラムが対象

とする学問分野の構成に違いがあるためだけでは

なく，従来の一貫したプログラムの留学に関する

データが，修士に相当する段階だけであるのか，

それとも学修期間全体であるのか，具体的に示さ

れていないことによる。

７．移動経験を有する学生の雇用と卒業後
の流動性

　卒業生調査は，卒業後の国際的流動性について

の情報を提供している。異なる調査を比較するこ

とにより，時系列の情報も得ることができる。

　1995年に国籍を有する国でその国の高等教

育機関を卒業したヨーロッパ10か国の人々

を対象とする調査によれば，平均して3.0％の

者が卒業後に初めての雇用を外国で得ていた。

2.7％は卒業から約４年後に外国で雇用され

ていたが，この割合はノルウェーの卒業生の

0.4％からオーストリアの卒業生の5.4％まで

幅があり，ドイツの卒業生に関する数値は

2.2％であった（Jahr and Teichler 2007，併せて

Schomburg and Teichler 2006も参照）。

　ヨーロッパ13か国の2000年卒業生調査によ

れば，約４％が卒業後初めての就職を他の国

で行なっていた。卒業から約５年後には，各

国平均で約３％の者が外国で雇用されていた。

ただしその割合の幅は，ノルウェーの卒業生

の約１％からドイツの卒業生の４％，オース

トリアの卒業生９％まで及んでいる（Tei-

chler 2011）。

　2004年から2008年までの間の卒業生に関す

る最近の比較調査によれば，各々のデータが

存在する６か国について平均して６～７％が，

卒業後１年から５年の間に，卒業した国とは

異なる国で就職していた。ただしこの数値に

は，自分の国籍と異なる国で高等教育機関を

卒業した者が含まれていたかもしれない

（Schomburg and Teichler 2011）。

　こうしたデータには制約があるにもかかわらず，

ヨーロッパ諸国で高等教育機関を卒業した者の外

国での雇用（ここでは外国の雇用者の下で働くこ

とと定義する）が増加していると結論することに

は理由がある。その上いくつかの調査では，母国

の雇用者によって一時期，外国勤務に送り出され

る卒業生の割合は，外国の雇用者の下で働く者よ

りもむしろ高いことが示されている。結局，卒業

生調査は，ヨーロッパ諸国の出身者でかつて外国

で学んだ経験を有する元移動学生の約５分の１が，

卒業後まもなく外国で働いていることを示してい

る。その割合は，留学経験をもたない非移動学生

の何倍も高い（Janson, Schomburg and Teichler 

2009）。

　この文脈において，かつての移動学生は留学し

ていた国で働く，あるいは別の国で働いているが，

いずれの場合でも留学が職業に及ぼす影響につい

て知ることは興味深い。しかし，歴史上のこの時

点で，他国での学修とその後の雇用・しごととの

間のこうした関係が，ボローニャ・プロセスの影

響を受けているかどうかを分析するのは，時期尚

早と思われる。それでも，かつての移動学生に関

する先行研究には，いくつかの興味深い手がかり

が示されている。1988/89年度及び2000/01年度の

ERASMUS学生に関する５年後調査と，ERAS-

MUSないし他のプログラムでかつて外国に移動

したことのある卒業生と移動しなかった卒業生に
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関する1995年の調査があり，それによって，ボ

ローニャ宣言に先立つ10年間の動向を分析する

ことができる（Jansonm, Schomburg and Teichler 

2009参照）。

　かつての移動学生は，自分たちは非移動学生よ

りも，全般的な学術的な事柄に関して少しだけ優

れており，しかし目に見える国際的な能力（外国

語の運用能力，他の国々についての知識，異文化

の人々とのコミュニケーションなど）には明らか

に勝っていると考えている。こうした見方は，教

員と雇用者の調査でも確認されている。移動学生

と非移動学生との違いについての考え方は，どち

らの点でも，中央ヨーロッパ・東ヨーロッパ諸国

のほうが西ヨーロッパ諸国よりも際立っている。

　かつての ERASMUS学生が最近記述した内容

を ERASMUSプログラムの参加者が以前記述し

た内容と比べてみると，一時的な留学の「付加価

値」が時間の経過とともに減少しているように見

えることに気がつく。

（a）　ERASMUSの経験が雇用・しごとにプラス

の影響を与えたという認識は低下している。最初

の職を得る上で ERASMUSがプラスの影響を及

ぼしたという認識は71％から66％へ，やがて54％

に下がっている。自分が関係する職務の種類にプ

ラスの影響を感じる割合は49％，44％，39％に，

所得水準へのプラスの影響もまた25％，22％，

16％に低下している。

（b）国際的な職務に従事していると答えた者の

割合も，いくつかの点で低下している。「受け入れ

国の言語を口頭で使う」は47％から42％，38％に，

「受け入れ国の言語を読み書きで使う」も同様に

47％から40％，38％に下がり，また，「受け入れ国

について直接得た職業上の知識を使う」は30％か

ら25％，25％に後退している。

　ここでの調査結果は，本論文の著者が３つの研

究を比較した解釈から明らかにしたものであるが，

一時的な留学が特別なものではなくなってきてい

ることを反映していると思われる。ヨーロッパで

生活する学生にとって，学習と生活の環境は，た

とえ留学しなくともますます国際化してきた。

1990年代のこうした傾向は，ボローニャ・プロセ

スの最初の10年間に継続していたと想定してよ

いだろう。しかし，そうした仮設を立証ないし反

証する真の経験的証拠は，2015年頃まで期待でき

ない。

８．ボローニャ・プロセスと「雇用可能性」

　すでに指摘したとおり，学修とその後の雇用と

の間の関係は，ボローニャ・プロセスにおいて第

二の主要な戦略目標として現われた。そして「雇

用可能性」（“employability”）という語が，この議

論のキャッチフレーズになっている。

　雇用可能性に関するヨーロッパの議論を日本の

読者に紹介する際には，慎重に行なわなければな

らない。高等教育と雇用との関係についての背景

が，ヨーロッパ諸国と日本では大きく異なり，雇

用可能性に関するヨーロッパの議論全体が日本に

とっては取るに足らないことと捉えられるかもし

れないからである。

　第一に，ヨーロッパの大多数の国々では，伝統

的に，専門分野の大部分においては学問分野の，

もしくは特定の専門職に向けて，専門家（special-

ist）を養成することが期待されていることに注意

しなければならない。日本では，専門分野の大多

数において学生を教育するとは幅広い業種で働く

ことのできる者を育てることであるが，こうした

日本の状況に似通っているのは，ヨーロッパでは

伝統的に英国とアイルランドのみである（日本と

ヨーロッパ諸国の間の卒業生の雇用・しごとの相

違点と類似点については，Yoshimoto 2002を参照。

併せて Allen et al. 2007も参照のこと）。

　第二に，日本で高等教育機関を卒業した者の割

合は，何十年もの間，ヨーロッパの多くの国々の

割合をはるかに上回っていた。その結果，日本で

は卒業生の多くが管理職，専門職，あるいは準専

門職として雇用されるのではなく，むしろより低

い地位（事務職員，販売員等）に雇用されるとい

う事実に，もう長い間慣れてしまっている。2000

年の卒業生の５年後に関する REFLEX調査によ

れば，卒業後に事務職，販売職に就いている者の

割合は日本で51％であったのに対し，英国で40％，

フランスで21％であり，ドイツでは14％にすぎな

かった。

　第三に，しかしながら日本の卒業生は，自分の

職務について，ヨーロッパの卒業生と比較的よく

似た表現で説明している。例えば，REFLEX調査

に回答した日本の卒業生の63％は，自分の職務に

は高いリーダーシップ能力が必要であると述べた。
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これはドイツの卒業生（64％）とも，英国（61％），

フランス（58％）の卒業生ともほとんど変わらな

い割合である。

　いうまでもなく，高等教育としごとの世界との

結びつきに関する限り，ヨーロッパと日本の間に

は顕著な違いがある。しかし，ヨーロッパにおけ

る各々の論議が日本での論議にとって重要でない

はずだというほど目立った相違ではない。それゆ

え，「雇用可能性」に関するヨーロッパの論議につ

いて報告するが，その論議が日本の状況にどれほ

ど関連性をもつかには踏み込まない。

　すでに指摘したとおり，29か国の大臣による

1999年のボローニャ宣言に，高等教育の雇用への

志向を強化するような明らかな勧告は含まれてい

ない。「最初の段階の後に授与される学位」の労働

との「関連性」（relevance）を表現したのは，全体

として学修プログラムに専門職業的（profession-

al）な力点をより強く置くことを求めたためでは

なく，むしろ学修プログラムのすべてのレベルを

通じて，ある程度の専門職業的な力点を求めるた

めであった。上述した論点を除いて，カリキュラ

ムに予期される影響について述べられていること

は少なく，カリキュラムの収斂も求められていな

い。しかし，「雇用可能性」という語が閣僚フォロー

アップ会議の終わりに発表されるコミュニケで言

及されることが増え，ボローニャ・フォローアッ

プ・グループ（BFUG）によって組織される主要な

テーマ別の関係者と専門家による会議の主題と

なった。専門家のなかには，少なくともベルリン

で開かれた2003年のボローニャ・フォローアップ

会議以降，雇用可能性が主要な論点になってきた

と主張する者もいる。

　初めは構造上の取り組みが優位を占めていたも

のの，ボローニャ・プロセスは次第にカリキュラ

ムの問題に移っていった。「質保証」，「雇用可能性」，

「資格枠組み」といった語は，この力点の転換

（shift）の兆しを表している。たしかにこの転換は，

ある程度は初めの構造上の取り組みの論理に規定

されたものである。学修プログラムと学位の段階

制という点から，構造上の収斂は必然的に何らか

のカリキュラムに関する省察と措置を必要とする。

すなわち，（a）大学の学士に適切なカリキュラムの

問題，（b）学士と修士それぞれに特有の異なったレ

ベルの能力の問題，ならびに（c）流動性の高まり

によってより重要性を増した「国際的な教育」と

高等教育の「ヨーロッパ的視点」の問題である。

　このうち二番めの問題は，ボローニャ・プロセ

スの中でますます大きな役割を果たしている。学

士と修士のそれぞれの学位で目ざされる能力

（competences）と知識（knowledge）のレベルを解

きほぐし，整理する必要性が感じられた。各国の

大臣は2005年のコミュニケにおいて，ヨーロッパ

全体に対して，あるいは各国の状況と学問分野の

状況に応じて，「資格枠組み」を公式化することに

同意した。例えば，学士の学位を取得して卒業し

た者は「専門職業的な取り組み方法を示すやり方

で，自らの知識・理解を適用」することができ，

一方，修士の学位を得て卒業した者は，「より幅広

い状況で新しく未知の環境において各自の知識・

理解及び問題解決能力を適用」することができる

ことが，ヨーロッパ全体のレベルとして表現され

ている。

　この分析を行なった著者は，ボローニャ・プロ

セスにおける「雇用可能性」の衝撃は４つの側面

で特徴づけられると主張してきた（Teichler 2009a

の20章参照。Vukasovic 2007における批判的議論

も併せて参照のこと）。第一に，誤解を招きやすい

用語を中心とした議論，第二に，高等教育におけ

る「アウトプット・アウトカム（成果）意識」

（“output and outcome awareness”）の高まり，第三

に，学問的知識の獲得において直接には高められ

ない能力のより強い重視（例えば，一般的能力，

実践志向の学習），第四に，卒業生のその後のしご

とに対して学修の実用性を強化するという高等教

育への圧力の強まり，の４つである。簡単に説明

しておこう。

　第一に，「雇用可能性」という語は，学修とそれ

に続く雇用との関係を取り上げるときに頻繁に用

いられる。この語それ自体が，次の２つの点で誤

解を招きやすい。「雇用可能性」とは，「危機にあ

る若者」（“youth at risk”）の問題，特に労働市場で

雇用を求める最も弱い立場の人々の問題に取り組

む労働市場研究と政策で確立した用語である。こ

れに対して，ボローニャ・プロセスの文脈におけ

る「雇用可能性」は，労働市場できわめて特権を

与えられた集団がその経歴の見込みをさらに高め

るにはどうすればよいかという問題を扱っている。

さらに，「雇用可能性」という語はしごとの世界の
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「交換の側面」（exchange dimension），すなわち給

与，地位，契約において予想される雇用期間，休

日，社会的給付に注目させる。これに対して，ボ

ローニャ・プロセスにおける個々の議論は，卒業

後の職務に対する高等教育のカリキュラムの質と

関連性に焦点を合わせている。

　高等教育を終えた卒業生の「雇用可能性」に関

する議論をさらに詳しく見ると（Yorke 2007に示

された概要を参照），幅広い多様な目標が主張され

ていることに気がつく。例えば，高等教育機関は

卒業生の職業上の成功を高めるためにできること

をすること，学生は自分の学修の交換価値を高め

るよう努力すること（すなわち，最も高い資格価

値を約束する大学を選ぶこと，給料の高い職業に

つながる分野を選ぶこと等），学修プログラムの内

容と職務内容との間により緊密な結びつきを築く

こと，学問的な知識をしごとの世界の活動に移転

するための学習により重点を置くこと（例えば，

応用の重視，問題解決能力の育成），学術的な主題

とは密接に結びつかないが，雇用システムにおい

て高く評価される能力を高める取り組みを増やす

こと（例えば，社会的コミュニケーション・スキ

ル），高等教育機関は学生と卒業生の就職プロセス

を支援すること（職業の選択に関する情報と助言，

雇用者と連絡を取るための手助け，採用面接に向

けた指導など）である。

　ボローニャ・プロセスに関わっている関係者と

専門家の多くは，「雇用可能性」の語には学修より

もしごとの世界で支配的な要求に重きを置く規範

的底意があると考えている。これが，大いに意見

の分かれる議論の原因である。本論文の著者は，

「職業的関連性」（professional relevance）という語

を用いたならば，この議論の衝撃がよりよい方法

で表現されるであろうと確信している。高等教育

機関はカリキュラムを編成する際に，学修ならび

に能力の向上が卒業後のしごとにどのような意味

をもつのか，について熟考することを求められる

からである。これは，学修の専門分野が伝統的に

特定の職業領域と密接に結びついているかどうか，

カリキュラムでより重視されるのは理論と応用の

どちらであるか，しごとで優先される要求に学生

を適合させることと，変化の主体となる学生自身

の潜在能力を強めることのどちらを望むか，これ

らのいずれかにかかわらず当てはまる。

　第二に，雇用可能性を強化する必要性について

の議論はすぐに勢いがついた。その理由は，「アウ

トプット意識」と「アウトカム（成果）意識」が

強くなる傾向と呼ばれる変化が，ヨーロッパ内で，

また他の多くの諸国において，すでに始まってい

たことにある。1980年代以降，ヨーロッパでは高

等教育の教育と学習，研究と管理運営を評価する

多様な活動が広がっていた（Cavalli 2007の概要を

参照）。評価（evaluation），それは適格認定（accredi-

tation）のような種々の制度的設定で，あるいは研

究者の業績志向の報酬，競争的研究資金，アウト

プット指標に基づく機関の資金提供などで行なわ

れるが，評価は高等教育の中核となる活動の目標，

プロセス，結果についての周期的，組織的，包括

的な分析と評定（assessment）の活動として理解さ

れる。高等教育システムの主要な関係者に省察を

促すことと，その活動を管理することとを両立さ

せる仕組みの中で，こうした主要な関係者には，

自らの主な活動にとどまらず，メタレベルの観察

と評定にも注意を集中することが期待されている。

活動はなぜ，どのように行なわれるのか。どのよ

うな結果が予想され，達成されるのか。多くの評

価活動の基礎をなす前提は，主要な関係者が，改

善のために自分たちの活動の論理的根拠，プロセ

スと効果を絶えず反省しなければならないこと，

そして改善を望むのであれば，改善のための適切

な手段を自ら見つけられることである。

　第三に，最近では，高等教育機関で学修プログ

ラムと試験に責任をもつ者に対して，知識，知識

の伝達と知識の獲得の観点からではなく，むしろ

高等教育によって形成され，卒業後のしごとと他

の生活課題に対処する上で役に立つであろう力量

（abilities）の観点から，教育，学修，試験を検討す

るよう求めることが一般的に行われている。「学習

成果」（learning outcome）がこの文脈で用いられる

一般的な語であり，「能力」（competences）は，高

等教育のみによってではないが，高等教育によっ

て形成された潜在的に有用な力量を表す。これは

ボローニャ・プロセスの担当大臣によるさまざま

なコミュニケ，特に「資格枠組み」の確立に関す

る勧告に反映されている。

　「能力」の語を用いることが増えているのは，高

等教育の担当者が，学習内容の獲得ばかりでなく，

その効果，言い換えればその後に活動するための
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潜在能力の形成にも目を留めるべきであることを

示唆している。さらに能力は，単に知識と認識に

基づくだけでなく，感情的動機の側面や，ある程

度は感覚的運動の側面にも基づくと考えられるよ

うになっており，こうした能力はただ教室の授業

によってだけでなく，他の学習と社会化の舞台で

も高められる。この文脈において専門家の中には，

「汎用的技能（ジェネリック・スキル）」（generic 

skills）と「鍵となる技能」（key skills）を求める者

がおり，実践志向の学習を強調する者がおり，さ

らに多様な能力を挙げる者もいる。本論文の著者

は，頻繁に提示される概念を次のように分類した

（Teichler 2009a）。

（a）一般的認知能力，すなわち，知識領域，学ぶ

ための学習等ではなく，汎用的技能と幅広い

知識，理論と方法の強調，

（b）作業スタイル，例えば，時間的制約の下で根

気強く働くこと，

（c）職業に結びつけられる一般的な価値観，例え

ば，誠実さ，好奇心，達成志向，

（d）専門的職業に関連する具体的な価値観，例え

ば，起業家精神，サービス志向，

（e）移転能力，例えば，問題解決能力，

（ f）社会的コミュニケーション・スキル，例えば，

リーダーシップ，チームワーク，修辞法，

（g）追加の知識領域，例えば，外国語，ICT（情報

通信技術），

（h）自分自身の生活を組織する能力，

（ i）労働市場に対処する能力，例えば，求職活動

に有意味な知識，雇用者に対して期待させる

自己表現，

　及び

（ j）国際的な能力，例えば，外国文化の知識と理

解，比較分析，知らない人への対応など。

　第四に，「雇用可能性」の語がこれほどよく知ら

れるようになったのは，大学が自らの有用性を従

来よりも目に見える形で社会に示すことがますま

す求められているからである。高等教育の教育的

機能についての論争は決して新しいものではなく，

過去にも，社会に対するバランスのとれた有用性

と，外部の期待に対して意図的に距離を置くこと

については常に模索されてきた。こうして高等教

育の重要な教育的機能について，経済先進諸国に

広範な意見の一致が見出されている。高等教育に

は以下のことが期待されている。

　学術的理論，方法と知識領域を理解し習得す

るよう，学生を教育すること

　文化の向上と人格形成に貢献すること

　関連する知識を通して，学生にその後のしご

とと他の生活圏に備えさせ，職業生活に必要

とされる典型的な「規則と道具」を理解させ，

身につけるのに役立てること

　支配的な慣行に挑む能力を育むこと。大学卒

業生は懐疑的，批判的で，予測できない仕事

上の課題に対処でき，革新に貢献できなけれ

ばならない。

　しかし，ボローニャ・プロセスでは，「知識社会」

と「知識経済」という語への言及が増えることに

より，高等教育が技術，経済，社会，文化にとっ

てますます重要になり，その結果として，高等教

育が社会にとって有用であるという証拠を示すよ

うに迫られていることが強調されていることに気

がつく。極端な意見を耳にすることも多い。高等

教育は，雇用者が明確に述べるか，あるいは労働

市場の趨勢から推測される現下の明らかな「需要」

にぴたりと「適合」（match）すべきである，とい

う声が一方では聞かれる。他方で，ボローニャ・

プロセスは，学士プログラムの「雇用可能性」あ

るいは「職業的関連性」を強調する点で，高等教

育の伝統的価値観を破壊する手段であると議論さ

れている。その議論によると，知識とその利用と

の間の一定の距離，ならびにしごとに要求される

ものと高等教育を通じて高められる能力との間の

一定の不一致は，知識システムとしごとの世界に

対する創造力を生む。

　実のところ，ボローニャ・プロセスで高まる「雇

用可能性」を具現化するのに，ヨーロッパのさま

ざまな国々において異なる取り組みがなされてい

ることに気がつく。例えば英国では，汎用的技能

を強化する方向への動きがあり，学問分野の専門

化に向かう動きもあり，さらに応用志向の学修プ

ログラムもある。ドイツでは，学修プログラムの

アクレディテーション（適格認定）のための指針

の枠組みにおいて，すべての学士プログラムは学

修時間の約10パーセントを「鍵となる技能」の育

成を目的とした科目にあてることが合意されてお

り，それには修辞法，外国語，文章技術，リーダー

シップ育成など，異質のテーマが含まれる（Bﾉrger 
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and Teichler 2004参照）。

９．大学の学士卒業生の職業上の成功：暫
定的調査結果

　すでに指摘したとおり，1999年にボローニャ宣

言に署名したヨーロッパ諸国の大臣たちは明らか

に，「雇用可能性」について慎重に扱うべき具体的

な問題を認識していた。すなわち，新しい学士プ

ログラムの卒業生が労働市場に受け入れられるに

は，どのように新しい学士プログラムのカリキュ

ラムを設計すればよいか，という問題である。こ

れは，総合大学（university）が授与する学士の学

位がそれまで存在しなかったヨーロッパの国々に

おいて重要な問題であることが判明した（Tei-

chler 2006の多様なヨーロッパの高等教育システ

ムの概要を参照）。

　過去に，ほとんどすべての高等教育機関が大

学であり，ほとんどすべてのプログラムが修

士相当の学位につながっていた国々（イタリ

アなど）

　あるいは，二種類の高等教育機関が普及，そ

れによって大学の学修プログラムは修士レベ

ルの学位につながり，大学以外の高等教育機

関の学修プログラムはいくらか短く，より応

用志向であった国々（オーストリア，フィン

ランド，ドイツ，オランダ，スイスなど）。

　それゆえ，ボローニャ・プロセスの影響につい

ての重要な問題は次の点にある。（a）大学の学士卒

業生のどれほどの割合が，学士の学位を授与され

た後に，修士の学位まで勉学を続けるよりも就職

することを選ぶのか。（b）大学の学士卒業生の雇

用・しごとは，彼らの教育達成レベルにふさわし

いものであるか。

　ヨーロッパ10か国の大学卒業生調査に関する

最近の比較研究（Schomburg and Teichler 2011）に

は，上で議論したように，ボローニャ・プロセス

以前の状況に応じて，大学の学士プログラムの導

入に特に細心の注意を要した４か国が含まれてい

る。オーストリア（2007～2008年の卒業生を１年

半から２年半後に調査），ドイツ（2007～2008年の

卒業生を１年半後に調査），イタリア（2007年の卒

業生を１年後に調査），及びオランダ（2003～2007

年の卒業生を卒業から１～２年後に調査）である。

たしかに，こうした調査はボローニャ・プロセス

の影響をまだ示すことができない。調査対象の卒

業生の多くが学修を始めた2003年と2004年に，こ

うした国々のなかには学士プログラムの履行が初

期段階の国もあったからである。しかし，少なく

とも歴史的に初期段階の問題と受容を示している。

　表３は，情報が入手できた３か国で，大学の学

士卒業生の大半が学業の継続を決心していること

を示している。これは，アメリカ，英国，日本な

ど，大学の学士卒業生のうち少数しか学業を続け

ない国々とは対照的である。表３はまた，大学の

学士卒業生のかなりの割合が学業を続けるか，雇

用に移るか自信がないことも示している。その結

果，両方を行ない，働きながら勉学を続けている。

最後に表３は，大学以外の高等教育機関で学士プ

ログラムを終えた卒業生が，学士・修士の構造の

導入前に卒業した先輩たちよりも高い頻度で学業

の継続を選択していることも明確に表している。

　表４は，雇用のさまざまな側面に関する情報を
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表３　特定のヨーロッパ諸国の学士卒業生の進路（パーセント）

出典：Schomburg and Teichler（2011）で報告された国別調査結果

国 雇用合計 雇用のみ 雇用及び学業 学業のみ 学業合計

オーストリア

大学 56 26 28 40 68

専門大学 Fachhochschule 66 42 23 31 54

ドイツ

大学 45 18 24 51 75

専門大学 Fachhochschule 71 52 17 24 41

イタリア 46 31 15 42 57

オランダ

高等職業専門学校 HBO 89 73 16 7 23



示し，それによって大学の卒業生を次のものと比

較している。（a）大学以外の高等教育機関の学士卒

業生（その新しい学士カリキュラムは従来のカリ

キュラムと似ていることが多い），（b）修士卒業生，

及び（c）「従来のプログラム」の卒業生，すなわち，

学士・修士の構造に移行しなかったプログラムの

卒業生。実のところ，この結果を解釈するのは容

易でない。一見したところ大学の学士は，完全に

受け入れられる場合に期待されるほどには，労働

市場で成功していないように思われる。しかし，

学問分野のなかには，大学以外の高等教育機関の

ほうが優位に立ち，労働市場でより成功を収めて

いる分野がある（経営学，工学など）ことを心に

留めておく必要がある。

　表５は，学修としごととの実質的な結びつきに

関する情報を示している。（a）一方でしごとの要求
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表４　特定のヨーロッパ諸国の卒業生の雇用（パーセント）

出典：Schomburg and Teichler（2011）で報告された国別調査データ

学士卒業生 修士卒業生 従来の学位の卒業生

（一貫したプログラム）

大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体

常勤雇用（％）

オーストリア 65 83 73 ・ ・ ・ 79 91 82

ドイツ 85 90 ・ 91 91 ・ 85 92 ・

オランダ 78 65 ・ 81 ・ 81 76 59 ・

無期限契約（％）

オーストリア 80 86 82 ・ ・ ・ 77 90 80

ドイツ 55 66 ・ 68 85 ・ 65 75 ・

イタリア 49 ・ 49 ・ ・ ・ ・ ・ ・

オランダ 63 63 ・ 52 ・ 52 50 66 ・

高レベルの職業カテゴリー（％）

オランダ

　管理職／専門職的地位 57 52 ・ 71 ・ 71 71 52 ・

　準専門職的地位 11 22 ・ 10 ・ 10 9 23 ・

総収入月額（ユーロ）

オーストリア 2,358 2,748 2,532 ・ ・ ・ 2,641 2,888 2,705

ドイツ 2,448 2,817 2,718 3,012 3,743 3,346 3,070 3,037 3,053

イタリア（正味収入） 1,109 ・ 1,109 1,057 ・ 1,057 1,110 ・ 1,110

オランダ 2,589 2,040 ・ 2,439 ・ 2,439 2,476 1,938 ・

表５　特定のヨーロッパ諸国の卒業生の高等教育機関での学修と仕事の結びつき（雇用された卒業生の割合）

出典：Schomburg and Teichler（2011）で報告された国別調査データ

学士卒業生 修士卒業生 従来の学位の卒業生

（一貫したプログラム）

大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体

縦のつながり

オーストリア 77 83 80 ・ ・ ・ 86 88 87

ドイツ 75 81 ・ 78 85 ・ 82 86 ・

イタリア 80 ・ 80 ・ ・ ・ ・ ・ ・

オランダ 47 81 ・ 64 ・ 64 64 78 ・

横のつながり

オーストリア 48 51 49 ・ ・ ・ 47 54 49

ドイツ 35 48 ・ 56 64 ・ 50 51 ・

イタリア 40 ・ 40 ・ ・ ・ ・ ・ ・

オランダ 54 62 ・ 66 ・ 66 66 64 ・



と課題のレベル，他方で教育達成レベルの間の対

応関係に関する縦のつながり，（b）専攻分野と職業

領域の間の一致，あるいは卒業生が職務を果たす

上で学修が役立っていると感じる範囲の観点から

の横のつながりである。ここでも大学の学士卒業

生は，多くの批判的な声から推測されるよりも良

い状態であることがわかる。

　最後に表６は，自分の職場に全般的に満足して

いる卒業生の割合を示している。明らかに，大学

の学士卒業生は自分が満足のいく部門にいると考

えている。彼らは自分の職場を，従来の確立した

学修プログラムの卒業生とほぼ同じ程度に受け入

れている。

10．結びの所見

　ボローニャ・プロセスの観察者は，以下のこと

に同意している。第一に，「ヨーロッパ高等教育圏」

に向けたプロセス，すなわち1999年のボローニャ

宣言で提言された2010年までの「ヨーロッパ高等

教育圏」の履行が長引いていることに気がつくで

あろう。1999年以来，大きな変化が起こっている

が，包括的な改革は2010年まで完全には実現され

ない。ボローニャ・プロセスにかかわっているヨー

ロッパ諸国の大臣は，2009年と2010年のコミュニ

ケで，ボローニャ・プロセスのさらなる10年は，

当初の目標，必要な修正，そしていくつかの点で

さらにいっそう野心的な目標に達するための努力

によって形作られると考えていることを示した。

　第二に，ボローニャ・プロセスに関係する各国

は，具体的な国家的「ボローニャ」の取り組みを

することが多い。さまざまなヨーロッパ諸国の高

等教育は，類似性と協力を増すそのような努力に

もかかわらず，相当に不均質のままであることが

明らかになった。これは，学修プログラムの長さ

とカリキュラムの取り組みに関する限り，はっき

りと大きな相違に映し出されている。また，例え

ば，入ってくる学生の増加に主に重点を置くか，

それともヨーロッパ全体における学生の流動性の

出入りのバランスを重視するかという，学生の異

なる流れに関する政策にも影響している。最後に

重要な点として，これは「雇用可能性」の概念と

実際のカリキュラムの狙いに影響する。

　例えば，ボローニャ・プロセスの担当大臣は

2009年に，2020年までに学生の20％は少なくとも

一定の期間，外国に留学すべきであるという目標

を定めた。この目標が設定された時点で，ヨーロッ

パの数か国はすでにそれを上回っていた。これに

対し，その数字の４分の１にも達していなかった

が，2010年までにその目標を達成する見込みもな

く気乗り薄の国もある。

　第三に，主要な戦略目標に関して，ボローニャ・

プロセスの影響は，初めに述べたとおり，相反し

ている。一方で，ヨーロッパでの学修がヨーロッ

パ域外から来る学生にとって魅力を増してきたと

いう，明らかな兆候がある。他方で，ヨーロッパ

内で短期の学生の流動性を高める長期的な傾向を，

ボローニャ・プロセスが本当に加速できるのかど

うかは確かでない。

　第四に，「雇用可能性」についての議論は，学修

とその後の雇用・しごととの結びつきを熟考し，

対応措置をとる努力を増してきたと思われる。「雇

用可能性」に対するただ一つの取り組みが優勢に

なっていないことは望ましい。大学の学士プログ

ラムを，学士の学位を授与された後に雇用される

ことを望む学生にとって信頼できる解決策となる

ように形作る取り組みも，ある程度の成功を収め

てきた。学士の卒業生は，懐疑的な人たちが主張

するよりは労働市場で健闘しているが，新しい学

位が全面的に受け入れられたと言えるほどではな

い。
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表６　特定のヨーロッパ諸国の卒業生の全般的な仕事の満足度（雇用された卒業生の割合）

出典：Schomburg and Teichler（2011）で報告された国別調査データ

学士卒業生 修士卒業生 従来の学位の卒業生

（一貫したプログラム）

大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体 大学 他の HEI 全体

オーストリア 71 73 72 ・ ・ ・ 73 78 74

ドイツ 63 69 ・ 66 65 ・ 66 67 ・

オランダ 63 65 ・ 70 ・ 70 69 64 ・



　最後に，ボローニャの議題の長所と短所に関す

る議論は，依然として非常に感情的であることに

留意し，「称賛と抗議」（Reichert 2010）の大きさを

絶えず気に留めておきたい。

　2007年に実施されたヨーロッパ31か国の大学

教員の調査では，およそ３分の１が「以前の単層

システム（学士・修士に分けない）が維持されて

いたほうがよかった」という意見に賛成した一方

で，ほぼ10人に６人は異議を唱えた（Gallup Orga-

nization 2007）。学士・修士システムを支持しない

大学教員が最も多かったのはドイツ（53％）で，

次いでエストニア（46％），ハンガリー及びイタリ

ア（それぞれ42％）であった。ドイツでは，大学

教員の中でボローニャ改革を批判する者は，大部

分が高等教育を３年間の学修後に離れるのは意味

を成さないと考えている。

　また，ドイツならびに他のヨーロッパ諸国で，

多くの学生代表もボローニャ・プロセスを批判し

ている。彼らは，カリキュラムが詰め込みすぎで，

柔軟性がなく，試験で負担がかかりすぎると指摘

することが多い。個々人の学修の多様な形態と速

さには十分な注意が払われていない。

　しかし，調査によると，ボローニャ改革は公衆

の意見が示唆する以上に，個々の学生には高く評

価されているかもしれない。例えば，最初の調査

は，学修期間の長期化も中退も，ボローニャ改革

の後にドイツで減っていることを示している。表

７は，卒業生調査の未公表の結果である。それに

よると，大学の学士プログラム卒業生は，従来の

大学のプログラムの卒業生よりも，自分の学修プ

ログラムについて，明らかに好意的な見方をして

いる。

　ヨーロッパの大学における学士・修士プログラ

ムの導入は，一部の専門分野を除外している国々

があるとはいえ，逆行できない結果であることは

疑いない。世界の他の地域から来る学生に対して，

ヨーロッパの魅力を高めることの利益は持続する

であろう。大学の学士学生のためにカリキュラム

配置の改善を模索することも，続けられなければ

ならない。学士プログラムからしごとの世界への

信頼できる移行により，学士卒業生は中間レベル

の仕事の質を高める媒介となるかもしれない。そ

れは「知識社会」にとってきわめて重要なものに

なるであろう。知識社会は，大衆化した高等教育

の質に基づいているのである。
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［ABSTRACT］

The Impact of the Bologna Reform Programme on Universities in Germany and
Other European Countries: An Account after a Decade of Reform Efforts

Ulrich TEICHLER＊, Translated by YOSHIKAWA Yumiko＊＊

　A large number of European countries agreed in the Bologna Declaration to establish a similar structure of 

study programmes and degrees. This structural reform was recommended primarily for the purpose of facilitating 

student mobility. Actually, however, a much broader spectrum was discussed, e.g. the introduction of a credit sys-

tem in all countries, making short study programmes more attractive to students and their graduates to employers 

or standardizing systems of quality assurance across European countries. Moreover, the individual European 

countries reacted differently to the reforms. German academics rated the Bachelor-Master structure more nega-

tively than their colleagues in other European countries and implemented Bachelor programmes initially in a way 

which was viewed by the students as over-coordinated and over-controlled. About two-third of German Bachelor 

graduates from universities go on studying on a doctoral. Altogether, the Bologna Process made study in Europe 

more attractive for - notably master - students from outside Europe, but did not contribute to intra-European stu-

dent mobility.

Key words: Study programmes, Bachelor and Master programmes, higher education reform, international student 

mobility, credit systems
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